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第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この規程は、「個人情報保護方針（プライバシーポリシー）」を踏まえ、当社に

おける個人情報、個人番号及び特定個人情報の取扱いに関する体制と基本的ル

ールを定め、当社が保有する個人情報、個人番号及び特定個人情報の適切な保

護と利用を図ることを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この規程における用語の定義を次のとおり定める。 

（１）個人情報等：顧客情報、株主情報、従業者情報、経営情報、その他各種

情報（以下、総称して個人情報等」という）を記載した文書、電子デー

タ及びその複写したものをいう。 

（２）個人情報：顧客情報、株主情報及び従業者情報のうち、生存する個人に

関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日、その他記述

等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と容易に照

合することができ、それにより特定の個人を識別することができること

となるものを含む。） 、又は個人識別符号（次項で定義する。）を含む

ものをいう。 

（３）個人識別符号：次に掲げる①又は②など、「個人情報の保護に関する法

律（以下、「個人情報保護法」という）」第２条第２項及び同法施行令第

１条に定める符号をいう。 

① 指紋、容貌、手のひら等の静脈の形状などの身体の特徴をコンピュータ

処理できるよう変換し、本人認証をできる状態にした符号 

② 旅券番号、運転免許証番号、基礎年金番号などの公的な番号 

（４）個人情報データベース等：個人情報を含む情報の集合体であって、特定

の個人情報をコンピュータを用いて検索できるように体系的に構成し

たもの、又はコンピュータを用いていなくても五十音順に索引を付して

並べられた顧客カード等、個人情報を一定の規則に従って整理すること

により、特定の個人情報を容易に検索することができるよう体系的に構

成したものであって、目次、索引、符号等により一般的に容易に検索可

能な状態に置かれているものをいう。ただし、個人の権利利益を害する

おそれが少ないものとして個人情報保護法施行令第３条で定めるもの

（当社が取り扱う個人情報を加えることなく利用している市販の電話

帳、住宅地図又はカーナビシステムなど）を除く。 

（５）個人データ：個人情報データベース等を構成する個人情報をいう。なお、
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個人情報データベース等から記録媒体ヘダウンロードされたもの及び

紙面に出力されたもの（そのコピー）も含まれる。 

（６）保有個人データ：当社が開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、

消去及び第三者への提供の停止のすべてに応じることのできる権限を

有する個人データであって、その存否が明らかになることにより公益そ

の他の利益が害されるもの、又は６ヶ月以内に消去（更新することは除

く）することとなるもの以外のものをいう。 

「存否が明らかになることにより公益その他の利益が害されるもの」と

は次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

① 存否が明らかになることで、本人又は第三者の生命、身体又は財産に危

害が及ぶおそれのあるもの。 

② 存否が明らかになることで、違法又は不当な行為を助長し、又は誘発す

るおそれがあるもの。（例：総会屋等に関する個人データ） 

③ 存否が明らかになることで、国の安全が害されるおそれ、他国若しくは

国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ又は、他国若しくは国際機関

との交渉上不利益を被るおそれがあるもの。 

④ 存否が明らかになることで、犯罪の予防、鎮圧又は捜査その他の公共の

安全と秩序の維持に支障が及ぶおそれのあるもの。 

（７）機微（センシティブ）情報：要配慮個人情報並びに労働組合への加盟、

門地、本籍地、保健医療及び性生活に関する情報をいう。ただし、新聞

又は官報等に掲載された公知の情報、及び外形上明らかな情報は機微情

報に該当しない。 

（８）要配慮個人情報：人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪に

より害を被った事実、障害があること、医師等により行われた健康診断

等の結果、医師等による保健指導、診療又は調剤が行われたこと、逮捕、

捜索、差押えその他の刑事事件又は少年の保護事件に関する手続が行わ

れたことなど、個人情報保護法第２条第３項に定めるものをいう。 

（９）匿名加工情報：個人情報保護法の定めるところに従った加工措置を講じ

て特定の個人を識別することができないように、個人情報を加工して得

られる個人に関する情報であって、当該個人情報を復元することができ

ないようにしたものをいう。 

（１０）本人：個人情報によって識別される特定の個人のことをいう。 

（１１）第三者：個人データを提供しようとする者及び当該個人データに係る

本人のいずれも該当しない者をいい、自然人（個人）、法人その他団

体を問わない。 

（１２）従業者：雇用関係にある全ての役職員（嘱託、パート等も含む）のこ
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とをいう。 

 

（対象範囲） 

第３条 この規程は、当社が取扱うすべての個人情報、個人番号及び特定個人情報を対

象とし、その媒体が何であるか（電子データ、帳票（紙）データ）を問わない。

ただし、株主情報、社員情報は除くものとする。 

 

 

第２章 個人情報の取得及び利用 

 

（適正な取得） 

第４条 個人情報を取得する場合は、本規程に基づき、業務上必要な範囲で、適正かつ

適法な手段により行う。 

２ 次に掲げる場合を除き、機微（センシティブ）情報の取得・利用・第三者提供

を行わないこととする。 

（１）法令に基づく場合 

（２）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合 

（３）公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場

合 

（４）国の機関若しくは地方公共団体又は、その委託を受けた者が法令の定め

る事務を遂行することに対して協力する必要がある場合 

（５）源泉徴収事務等の遂行上必要な範囲において、政治・宗教等の団体若し

くは労働組合への所属若しくは加盟に関する従業員等の機微情報を取

得、利用又は第三者提供する場合 

（６）相続手続による権利義務の移転等の遂行に必要な限りにおいて、機微情

報を取得、利用又は第三者提供する場合 

（７）適切な業務運営を確保する必要性から、本人の同意に基づき業務遂行上

必要な範囲で、機微情報を取得、利用又は第三者提供する場合 

（８）機微情報に該当する生体認証情報を本人の同意に基づき、本人確認に用

いる場合 

３ 前項の規定にかかわらず 、要配慮個人情報を取得するにあたっては、個人情

報保護法第１７条第２項に従い、あらかじめ本人の同意を得なければならない。

ただし、次の各号のいずれかに該当する場合には、この限りでない。 

（１）第７条第３項第２号から第５号に掲げる事由にあたる場合 

（２）当該要配慮個人情報が、本人、国の機関、地方公共団体、個人情報保護

法第７６条第１項各号に掲げる者、若しくは同法施行規則第６条各号に
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掲げる者により公開されている場合 

（３）本人を目視、又は撮影することにより、その外形上明らかな要配慮個人

情報を取得する場合 

（４）個人情報保護法第２３条第５項各号に定める委託、事業承継又は共同利

用により要配慮個人情報の提供を受ける場合 

４ 情報の不正取得等、不当な行為を行っている第三者から、故意又は重大な過失

によって個人情報を取得してはならない。 

 

（利用目的の特定） 

第５条 当社は、法令により認められた全ての業務（今後取扱いが認められる業務を含

む）の遂行を目的に個人情報を利用することとし、業務及び利用目的は下記の

とおりとする。 

（１）業務 

① 各種コンサルティング業務及びこれに付随する業務 

② キャピタル業務及びこれに付随する業務 

③ その他当社が営むことができる業務及びこれらに付随する業務（今後取

扱いが認められる業務を含む） 

（２）利用目的 

① 各種コンサルティング業務遂行のため 

② キャピタル業務遂行のため 

③ 税務署等、官公庁への申告・報告のため 

④ 市場調査、並びにデータ分析やアンケートの実施等のため 

⑤ その他、お客さまとの取引を適切かつ円滑に履行するため 

２ 前第１項で定めた利用目的を変更する場合、変更前の利用目的と関連性を有す

ると合理的に認められる範囲を超えて変更してはならない。 

 

（利用目的の通知・公表・明示） 

第６条 個人情報の取得にあたり、第５条で特定した利用目的を、ポスター・パンフレ

ット・当社ホームページ等への継続的な掲載によりあらかじめ公表する。なお、

あらかじめ公表した利用目的の変更は、変更前の利用目的と関連性を有すると

合理的に認められる範囲内においてのみ可能とし、利用目的を変更した場合は、

変更後の利用目的について改めて公表を行う。 

２ 本人以外の第三者から取得する場合も含め、あらかじめ公表した利用目的の範

囲を超えて個人情報を取得した場合は、速やかに、その利用目的を本人に通知

しなければならない。通知方法は原則として書面によるものとする。 

３ 本人との契約締結等に伴って、本人から直接書面（電子的方式、磁気的方式に
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よる記録を含む）に記載された当該個人の個人情報を取得する場合には、あら

かじめ本人に対しパンフレットにより、その利用目的を明示し、与信取引にお

いては明示した利用目的について本人の同意を得るものとする。ただし、人の

生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要な場合はこの限りでない。 

４ 前記第１項、第２項及び第３項の規定は次の場合、適用しないこととする。 

（１）利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生

命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

（２）利用目的を本人に通知し、又は公表することにより銀行の権利又は正当

な利益を害するおそれがある場合 

（３）国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して

協力する必要がある場合であって、利用目的を本人に通知し、又は公表

することにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき 

（４）取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合 

５ 個人情報の利用目的について本人の同意を得る際、本人はダイレクトメールの

発送に係る目的を拒否することができるものとする。 

また、与信取引等、優越的な地位を不当に利用し、ダイレクトメール発送に利

用することに同意させるようなことを行ってはならない。 

なお、ダイレクトメール発送を目的とした個人情報の利用停止を求められた場

合は、当該目的による利用を中止しなければならない。 

 

（目的外利用の禁止） 

第７条 第５条で特定した利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取扱って

はならない。 

これまでの利用目的から全く想定できない場合を除き、既存の取引に際して取

得した個人情報を、当社が新たに取扱いが認められた業務に関して利用する場

合には、第５条で掲げた業務内容から外れない限り、特定された利用目的の達

成に必要な範囲を超えないものとする。 

２ 合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者から事業を承継することに

伴って、個人情報を取得した場合も前第１項と同様とし、承継前における当該

個人情報の利用目的の達成に必要な範囲を超えて、当該個人情報を取扱っては

ならない。 

３ 前第１項及び第２項のいずれについても、次に掲げる場合は適用しないものと

する。 

（１）あらかじめ本人の同意がある場合 

（２）法令に基づく場合 

（３）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人
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の同意を得ることが困難である場合 

（４）公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場

合であって、本人の同意を得ることが困難な場合 

（５）国の機関若しくは地方公共団体又は、その委託を受けたものが法令の定

める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本

人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあ

る場合 

４ 本条は、第５章で定義する個人番号・特定個人情報の取扱いには適用しない。 

 

（個人データの提供を受ける際の確認・記録義務） 

第８条 第三者から個人データの提供を受けるに際しては、次の各号に定める方法によ

り、次に掲げる事項の確認を行わなければならない。 

（１）当該第三者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者

（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものにあっては、そ

の代表者又は管理人）の氏名 

当該第三者から申告を受ける方法その他の適切な方法により確認する。 

（２）当該第三者による当該個人データの取得の経緯 

当該第三者から、当該第三者による個人データの取得の経緯を示す契約

書その他の書面の提示を受ける方法その他の適切な方法により確認す

る。 

（３）当該第三者による個人情報保護法の遵守状況 

任意の（適宜の）方法 

２ 前項の規定にかかわらず、第三者から他の個人データの提供を受けるに際して、

既に前項に規定する方法による確認（本条に規定する方法による受領記録の作

成及び保存をしているものに限る）を行っている事項については、当該事項の

内容と当該提供に係る前項各号に掲げる事項の内容が同一であることの確認

を行う方法により確認を行うことができる。 

３ 第１項の規定は、次のいずれかに該当する場合には適用しない。 

（１）国の機関、地方公共団体、独立行政法人等、又は、地方独立行政法人か

ら提供を受ける場合 

（２）個人データの提供が第１０条第１項第１号から第４号のいずれかに該当

する場合 

（３）個人データの提供が第１０条第２項各号、又は、第１１条のいずれかに

該当する場合 

（４）本人に代わって提供を受ける場合その他個人情報保護委員会「個人情報

の保護に関する法律についてのガイドライン（第三者提供時の確認・記
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録義務編）」（以下「個人情報保護委員会ガイドライン（確認・記録義務

編）」という）に定める場合。ただし、第１０条第５項に定める方法（オ

プト・アウトの方法）により第三者提供を受ける場合にはこの限りでは

なく、第１項に定める確認を行わなければならない。 

４ 第１項の規定による確認を行った場合、次の各号に掲げる場合に応じて次の各

号に掲げる事項（以下「受領記録事項」という）に関する記録（以下「受領記

録」という）を作成しなければならない。 

（１）本人の同意に基づき第三者提供を受ける場合には、次の①から④に掲げ

る事項 

① 本人の同意を得ている旨 

② 第１項第１号から第３号に掲げる事項 

③ 当該個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人を特

定するに足りる事項 

④ 当該個人データの項目 

（２）第１０条第５項に定める方法（オプト・アウトの方法）により第三者提

供を受ける場合には、次の①から⑤に掲げる事項 

① 個人データの提供を受けた年月日 

② 第１項第１号から第３号に掲げる事項 

③ 当該個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人を特

定するに足りる事項 

④ 当該個人データの項目 

⑤ 個人情報保護委員会により法定事項が公表されている旨 

（３）受領記録事項のうち、本条に規定する方法により作成・保存している受

領記録に記録された事項と内容が同一であるものについては、当該受領

記録事項の記録を省略できる。 

５ 受領記録は、第三者から個人データの提供を受けた都度、速やかに作成しなけ

ればならない。ただし、第１０条第５項に定める場合（オプト・アウトの場合）

を除き、次のいずれかの方法によることができる。 

（１）当該第三者から継続的に若しくは反復して個人データの提供を受けたと

き、又は当該第三者から継続的に、若しくは反復して個人データの提供

を受けることが確実であると見込まれるときの受領記録は、一括して作

成することができる。 

（２）本人に対する物品又は役務の提供に関連して第三者から当該本人に係る

個人データの提供を受けた場合において、当該提供に関して作成された

契約書その他の書面に受領記録事項が記載されているときは、当該書面

をもって前項の受領記録に代えることができる。 
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（３）個人情報保護委員会ガイドライン（確認・記録義務編）に定める方法 

６ 受領記録を、当該記録を作成した日から、次に定める場合に応じて次に定める

期間、保存しなければならない。 

（１）第５項第１号の方法により作成した受領記録の場合  

最後に当該受領記録に係る個人データの提供を受けた日から起算して

３年を経過する日まで 

（２）第５項第２号の方法により作成した受領記録の場合 

最後に当該受領記録に係る個人データの提供を受けた日から起算して

１年を経過する日まで 

（３）第５項本文の方法及び第５項第３号により作成した受領記録の場合 

３年間 

 

 

第３章 個人データの管理 

 

（正確性の確保） 

第９条 当社は各種業務の遂行において、個人データを正確かつ最新の内容に保つため、

下記に努めるとともに、利用する必要がなくなったときは、当該個人データを

遅滞なく消去する。 

（１）お客さまに対して正確かつ最新のデータ提供を働きかける。 

（２）顧客からの届出内容については、迅速かつ正確に個人情報データベース

等に反映する。 

２ 個人データの保存期間については、契約終了後一定期間とする等、保有する個

人データの利用目的に応じた期間を設定する。ただし、法令等により保存期間

の定めがある場合は、この限りでない。 

 

（第三者への提供の制限） 

第１０条 次に掲げる場合を除き、原則として、個人データの第三者への提供は行わな

いこととする。 

（１）法令に基づく場合 

（２）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本

人の同意を得ることが困難であるとき 

（３）公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある

場合であって、本人同意を得ることが困難なとき 

（４）国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定め

る事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本
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人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれが

あるとき 

２ 次に掲げる場合については、第三者提供に該当しないものとする。 

（１）個人データの取扱いの全部又は一部を委託することに伴って当該個人

データが提供される場合 

（２）個人データを特定の者との間で共同して利用する場合（「第１１条共

同利用」に基づき取扱う） 

（３）合併その他の事由による事業の継承に伴って個人データが提供される

場合 

３ 第三者への提供の対象となる「個人データ」には公開情報も含むものとする。 

４ 前第１項の規定にかかわらず、やむを得ず個人データを第三者へ提供する場

合は、次によりあらかじめ本人の同意を得るものとする。 

ただし、取引上、取得した個人データが第三者に提供されることが明確であ

り、本人の同意が推定される場合はこの限りでない。 

（１）同意文言を記載した書面に本人の署名を徴求する方法を原則とする。 

（２）明示に使用する書面には下記の事項を記載する。 

① 個人データを提供する第三者 

② 提供を受ける第三者における利用目的 

③ 第三者に提供される情報の内容 

（３）既存の申込書等、あらかじめ作成された書面を同意書面として用いる

場合は、上記（１）及び（２）の記載文言を他の記載と明確に区別す

るとともに、同意確認欄を設け、本人の確認印を押印する。 

５ 前第１項及び第２項の規定にかかわらず、次に掲げる事項を当社ホームペー

ジ等へ継続的に掲載するとともに、個人情報保護委員会に届け出た上で、本

人の申出があれば第三者への提供を停止することとしている場合（オプト・

アウトの方法）は、個人データを第三者に提供することができるものとする。

ただし、機微情報については、この限りでない。 

（１）第三者への提供を利用目的とすること 

（２）第三者に提供される個人データの項目 

（３）第三者への提供の方法 

（４）本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提

供を停止すること（与信取引に関する情報を個人信用情報機関へ提供

する場合は本方式を用いないこととする。）   

（５）本人の求めを受け付ける方法 

６ 前第５項（２）、（３）又は（５）に掲げる事項を変更する場合は、変更する

内容を改めて公表するとともに、個人情報保護委員会に届け出る。 
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７ 個人データが前第１項、第２項の規定又は第１２条の規定に違反して、第三

者に提供されているという理由によって、本人から「保有個人データ利用停

止等依頼書」により、個人データの第三者への提供の停止の請求を受けた場

合は、その理由に相違がないことを確認した上で、遅滞なく、第三者への提

供を停止するものとする。 

８ 本条は、第７項を除き、第５章で定義する個人番号・特定個人情報の取扱い

には適用しない。 

 

（共同利用） 

第１１条 利用目的の範囲内において、特定の者との間で共同して利用される個人デー

タが当該特定の者に提供される場合は、次に掲げる事項について、当社ホー

ムページ等への継続的な掲載により、あらかじめ公表する。 

（１）利用目的の範囲内において個人データを特定の者と共同利用する旨 

（２）共同利用される個人データの項目 

（３）共同利用者の範囲 

（４）共同利用者の利用目的 

（５）個人データの管理責任者の氏名若しくは名称 

２ 前第１項（３）の「共同利用者の範囲」については、個別に名称を列挙する

ことが望ましいが、共同して利用する者の範囲の外延が明確な記載方法であ

ればかまわないものとする。 

個人信用情報機関における共同利用の場合、会員企業へも提供される旨の記

載及び当該会員企業として個人データを利用する者の表示を行う。 

３ 前第１項（４）の「共同利用者の利用目的」又は（５）の「個人データの管

理責任者の氏名若しくは名称」を変更する場合は、変更する内容について、

改めて公表する。 

４ 本条は、第５章で定義する個人番号・特定個人情報の取扱いには適用しない。 

 

（外国にある第三者への提供） 

第１２条 第１０条の規定にかかわらず、外国にある第三者に個人データを提供する場

合には、あらかじめ外国にある第三者への提供を認める旨の本人の同意を得

なければならない。 

２ 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する場合には適用しない。 

（１）当該外国が、個人の権利利益を保護する上で、日本と同等の水準にあ

ると認められる個人情報の保護に関する制度を有している外国とし

て個人情報保護法施行規則で定めるものに該当する場合 

（２）当該第三者が、当行との間で、当該第三者における個人データの取扱
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いについて、適切かつ合理的な方法により、個人情報保護法第４章第

１節の規定の趣旨に沿った措置の実施が確保されている場合 

（３）当該第三者が、個人情報の取扱いに係る国際的な枠組みに基づく認定

を受けている場合 

（４）当該提供が、第１０条第１項各号のいずれかに該当する場合 

３ 第１項の同意は、原則として書面により得ることとする。 

 

（第三者提供に係る記録の作成等） 

第１３条 個人データを第三者に提供した場合、次の各号に掲げる場合に応じて次の各

号に掲げる事項（以下「提供記録事項」という）に関する記録（以下「提供

記録」という）を作成しなければならない。 

（１）本人の同意による第三者提供をする場合には、次の①から④に掲げる

事項 

① 本人の同意を得ている旨 

② 当該第三者の氏名又は名称その他の当該第三者を特定するに足りる

事項（不特定かつ多数の者に対して提供したときは、その旨） 

③ 当該個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人を

特定するに足りる事項 

④ 当該個人データの項目 

（２）第１０条第５項に定める方法（オプト・アウトの方法）による第三者

提供をする場合には、次の①から④に掲げる事項 

① 当該個人データを提供した年月日 

② 当該第三者の氏名又は名称その他の当該第三者を特定するに足りる

事項（不特定かつ多数の者に対して提供したときは、その旨） 

③ 当該個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人を

特定するに足りる事項 

④ 当該個人データの項目 

（３）提供記録事項のうち、本条に規定する方法により作成・保存している

提供記録に記録された事項と内容が同一であるものについては、当該

提供記録事項の記録を省略できる。 

２ 前項の規定は、次のいずれかに該当する場合には適用しない。 

（１）国の機関、地方公共団体、独立行政法人等、又は、地方独立行政法人

に提供した場合 

（２）個人データの提供が第１０条第１項各号のいずれかに該当する場合 

（３）個人データの提供が、第１０条第２項各号、又は第１１条のいずれか

に該当する場合 
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（４）本人に代わって提供する場合その他個人情報保護委員会ガイドライン

（確認・記録義務編）に定める場合 

３ 提供記録は、第三者に個人データを提供した都度、速やかに作成しなければ

ならない。ただし、第１０条第５項に定める場合（オプト・アウトの場合）

を除き、次のいずれかの方法によることができる。 

（１）当該第三者に対し継続的に若しくは反復して個人データの提供したと

き、又は、当該第三者に対し個人データを継続的に若しくは反復して

提供することが確実であると見込まれるときの提供記録は、一括して

作成することができる。 

（２）本人に対する物品又は役務の提供に関連して当該本人に係る個人デー

タを第三者に提供した場合において、当該提供に関して作成された契

約書その他の書面に提供記録事項が記載されているときは、当該書面

をもって提供記録に代えることができる。 

（３）個人情報保護委員会ガイドライン（確認・記録義務編）に定める方法 

４ 提供記録を、当該記録を作成した日から、次に定める場合に応じて次に定め

る期間、保存しなければならない。 

（１）前項第１号の方法により作成した提供記録の場合 

最後に当該提供記録に係る個人データの提供を行った日から起算して

３年を経過する日まで 

（２）前項第２号の方法により作成した提供記録の場合 

最後に当該提供記録に係る個人データの提供を行った日から起算して

１年を経過する日まで 

（３）前項本文の方法及び前項第３号により作成した提供記録の場合 

３年間 

 

 

第４章 保有個人データの開示等 

 

（利用目的等の公表） 

第１４条 保有個人データに関し、次に掲げる事項について当社ホームページ等への継

続的な掲載により、公表する。 

（１）当社の名称 

（２）すべての保有個人データの利用目的 

（３）開示、訂正等の手続と銀行の対応に関する事項 

① 請求の申出先 

② 請求に際して提出すべき書面 
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③ 請求をする者（代理人含む）の本人確認方法 

④ 手数料金額とその徴収方法 

⑤ 回答の方法と時期等 

⑥ 代理人による場合の代理権を確認する方法 

（４）保有個人データの取扱いに関する苦情の申出先 

（５）認定個人情報保護団体「全国銀行個人情報保護協議会」の名称及び苦

情解決の申出先 

 

（開示、訂正等、利用停止等） 

第１５条 総務部は、保有個人データについて、本人から又は営業店の取次により、次

に掲げる事項の請求を受けたときは、遅滞なく書面等にて通知するものとす

る。 

（１）保有個人データの開示の請求を受けた場合 

（２）保有個人データの訂正、追加又は削除の請求を受けた場合 

（３）保有個人データの利用停止の請求を受けた場合 

 

第５章 個人番号及び特定個人情報の取扱い 

 

（個人番号に関する用語の定義） 

第１６条 この章において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところ

による。 

（１）「個人番号」とは、「行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律（以下、「番号法」という）」第７条第１

項又は第２項の規定により、住民票コードを変換して得られる番号で

あって、当該住民票コードが記載された住民票に係る者を識別するた

めに指定されるものをいう（生存している者の個人番号と死者の個人

番号の双方を含む）。 

（２）「特定個人情報」とは、個人番号（個人番号に対応し、当該個人番号

に代わって用いられる番号、記号その他の符号であって、住民票コー

ド以外のものを含む）をその内容に含む個人情報をいう。 

（３）「特定個人情報ファイル」とは、個人番号をその内容に含む個人情報

データベース等をいう。 

（４）「個人番号関係事務」とは、番号法第９条第３項の規定により個人番

号利用事務に関して行われる他人の個人番号を必要な限度で利用し

て行う事務をいう。 

（５）「個人番号利用事務」とは、行政機関、地方公共団体、独立行政法人
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等その他行政事務を処理する者が、番号法第９条第１項又は第２項の

規定によりその保有する特定個人情報ファイルにおいて個人番号を

効率的に検索し、管理するために必要な限度で個人番号を利用して処

理する事務をいう。 

 

（第１章から第４章の規定等の適用） 

第１７条 個人番号及び特定個人情報の取扱いに関し、本章に定めのない事項について

は、第１章から第４章の定めるところによる。ただし、次の条項は個人番号

及び特定個人情報の取扱いに適用しない。 

（１）第７条（目的外利用の禁止） 

（２）第１０条（第三者への提供の制限） 

（３）第１１条（共同利用） 

２ 当社が、行政機関、地方公共団体、独立行政法人等の委託を受け、個人番号

を取り扱う場合には、その委託契約に定めるところのほか、個人情報保護委

員会「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（行政機関等・地

方公共団体編）」に従って個人番号を取り扱う。 

 

（体制整備） 

第１８条 代表取締役社長は、個人番号を取り扱う事務の範囲の明確化、個人番号又は

特定個人情報の範囲の明確化、個人番号・特定個人情報の取扱者（個人番号・

特定個人情報を取り扱うことができる旨予め指定された者をいう。以下同

じ）の明確化を行う。 

２ 代表取締役社長は、総務部長に指示し、特定個人情報ファイル等を取り扱う

に際し、物理的な安全管理措置を講ずる。 

３ 第１項所定の個人番号を取り扱う事務に従事する社員を、個人番号・特定個

人情報の取り扱い者とする。 

４ 代表取締役社長は、個人番号及び特定個人情報の取扱いに係る責任者を兼務

し、本規程を自ら遵守し、社員に遵守させる責務を負う。個人番号・特定個

人情報の取扱者は、代表取締役社長の指示を遵守する。 

５ 個人番号・特定個人情報の取扱者は、自らが従事する業務において、必要な

範囲内で個人番号及び特定個人情報を取り扱う。 

 

 

（個人番号の取得） 

第１９条 次に定める場合など番号法に定める場合には、本人、他の個人番号利用事務

又は個人番号関係事務を処理する者に対し、個人番号の提供を求めることが
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できる。 

（１）個人番号関係事務を処理するために必要がある場合 

（２）個人番号関係事務を処理するために必要な限度で、特定個人情報を提

供する場合 

（３）特定個人情報の取扱いの委託に伴い特定個人情報を提供する場合 

（４）番号法の規定により求められた特定個人情報を個人情報保護委員会に

提供する場合 

（５）個人情報保護法の規定による報告の徴収が行われる場合 

（６）訴訟手続その他の裁判所における手続、裁判の執行、刑事事件の捜査、

租税に関する法律の規定に基づく犯則事件の調査等が行われる場合 

（７）租税に関する法律又はこれに基づく条例の規定による質問、検査、提

示若しくは提出の求め又は協力の要請が行われる場合 

（８）租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に

関する法律第８条の２の規定による情報の提供が行われる場合 

（９）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合において、本 

人の同意があり、又は本人の同意を得ることが困難である場合 

２ 前項に定める場合のほか、個人番号の提供を求めてはならず、特定個人情報

を収集してはならない。 

３ 本条に基づき個人番号の取得が認められている場合に当たらないにもかか

わらず、本人から個人番号の提供がなされた場合には、直ちに当該個人番号

を復元できない程度にマスキングする。 

（本人確認の措置） 

第２０条 第１９条第１項の規定により本人から個人番号の提供をうける場合、次のい

ずれかの本人確認（個人番号の確認と身元確認）の措置を講ずる。 

（１）当該提供をする者（本人又は代理人）から、個人番号カードの提示を

受けること 

（２）当該提供をする者（本人又は代理人）から、住民票の写し等及び当該

住民票の写し等に記載された事項がその者に係るものであることを

証するものとして法令に定める本人確認書類の提示を受けること 

（３）上記（１）及び（２）に代わるべきその者が本人であることを確認す

るための措置として法令で定める措置を講ずること。 

 

 

（個人番号の利用目的の通知・公表・明示） 

第２１条 本人から直接書面（電磁的方式、磁気的方式等による記録を含む）に記載さ

れた当該本人の個人番号を取得する場合には、あらかじめ、本人に対し、個
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人番号の利用目的を明示しなければならない。 

２ 個人番号の利用目的の通知・公表は、第６条の定めるところによる。 

 

（個人番号の利用の制限） 

第２２条 番号法、所得税法、租税特別措置法、相続税法、内国税の適正な課税の確保

を図るための国外送金等に係る調書の提出等に関する法律、その他の法令の

規定により個人番号を記載した書面の提出その他の本人の個人番号を利用

した事務を行うものとされた場合に限り、個人番号を利用することができる。 

２ 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同

意があり、又は本人の同意を得ることが困難であるときには、当社は、人の

生命、身体又は財産を保護するために、本人の個人番号を利用することがで

きる。 

３ 本条に定める場合を除き、個人番号を利用してはならない。 

 

（特定個人情報ファイルの作成の原則禁止） 

第２３条 次のいずれかに該当する場合その他番号法に定める場合を除き、特定個人情

報ファイルを作成してはならない。 

（１）法定調書の作成など個人番号関係事務を処理するために必要な範囲で

特定個人情報ファイルを作成する場合 

（２）番号法の規定により求められた特定個人情報を個人情報保護委員会に

提供する場合 

（３）個人情報保護法の規定による報告の徴収が行われる場合 

（４）訴訟手続その他の裁判所における手続、裁判の執行、刑事事件の捜査、

租税に関する法律の規定に基づく犯則事件の調査等が行われる場合 

（５）租税に関する法律又はこれに基づく条例の規定による質問、検査、提

示若しくは提出の求め又は協力の要請が行われる場合 

（６）租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に

関する法律第８ 

条の２の規定による情報の提供が行われる場合 

（７）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合において、本

人の同意があり、又は本人の同意を得ることが困難である場合 

 

 

（第三者提供の原則禁止） 

第２４条 次のいずれかに該当する場合には、第三者に対し特定個人情報を提供できる。 

（１）個人番号関係事務を処理するために必要な限度で、特定個人情報を提
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供する場合 

（２）特定個人情報の取扱いの委託に伴い特定個人情報を提供する場合 

（３）番号法の規定により求められた特定個人情報を個人情報保護委員会に

提供する場合 

（４）個人情報保護法の規定による報告の徴収が行われる場合 

（５）訴訟手続その他の裁判所における手続、裁判の執行、刑事事件の捜査、

租税に関する法律の規定に基づく犯則事件の調査等が行われる場合 

（６）租税に関する法律又はこれに基づく条例の規定による質問、検査、提

示若しくは提出の求め又は協力の要請が行われる場合 

（７）租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に

関する法律第８条の２の規定による情報の提供が行われる場合 

（８）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合において、本

人の同意があり、又は本人の同意を得ることが困難である場合 

２ 前項に定める場合のほか、番号法第１９条に定める場合を除き、特定個人情

報を第三者に提供してはならない。本人の同意がある場合であっても、本条

に定める場合を除き、特定個人情報を第三者に提供することはできない。 

３ 個人番号及び特定個人情報の共同利用は、これを行わない。 

 

（保管の原則禁止） 

第２５条 前条に定める場合を除き、個人番号及び特定個人情報を保管してはならない。 

２ 前項に定めるほか、個人番号が記載された帳票について、当該帳票に個人番

号の記載を義務付けている法令により一定の保存期間当該帳票を保存する

ことが義務づけられている場合には、その期間、これを保管することができ

る（この場合、第９条の規定により遅滞なく消去するよう努める）。 

３ 前項の場合において、前項の保存期間が経過した場合には、速やかに個人番

号を廃棄又は削除しなければならない。ただし、個人番号部分を復元できな

い程度にマスキング等することにより、廃棄又は削除に代えることができる。 

４ 個人番号又は特定個人情報ファイルを削除した場合、若しくは電子媒体等を

廃棄した場合、削除又は廃棄した記録を保存する。個人番号又は特定個人情

報ファイルの削除又は廃棄の作業を委託先に委託する場合、委託先が確実に

削除又は廃棄したことについて、証明書等により確認する。 

 

（安全管理措置） 

第２６条 個人情報保護委員会「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン

（事業者編）」に従い、個人番号及び特定個人情報の漏えい、滅失又は毀損

の防止その他の個人番号及び特定個人情報の適切な管理のために必要な措
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置を講じなければならない。 

２ 従業者に個人番号又は特定個人情報を取り扱わせるにあたっては、個人番号

及び特定個人情報の安全管理措置が適切に講じられるよう、当該従業者に対

する必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

３ 個人番号又は特定個人情報の取扱者が、個人番号又は特定個人情報が記録さ

れた電子媒体又は書類等を、個人番号管理区域又は個人番号取扱区域の外に

移動させる（持ち出す）場合及び、同区域内に移動させる場合（持ち込む場

合）、容易に個人番号が判明しない措置の実施、追跡可能な移送手段の利用

等、安全な方策を講じなければならない。 

（委託） 

第２７条 個人番号関係事務を委託先に委託する場合、当該委託にかかる個人番号利用

事務において取り扱う特定個人情報の安全管理が図れるよう、個人情報保護

委員会「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）」

に従い、委託先に対する必要かつ適切な監督を行う。 

２ 当社が個人番号関係事務を委託先に委託する場合、委託先が当該個人番号関

係事務を第三者（本条において「再委託先」という）に委託するときには、

委託先による再委託先への委託（再委託）に先立ち、当行の書面による承認

を得ることを条件としなければならない。再委 託先がさらに第三者に当該

個人番号関係事務を委託する場合も同様とする。 

 

（開示・訂正・利用停止等） 

第２８条 個人番号又は特定個人情報の開示、訂正等、利用停止等については、次に定

めるほか、第４章の定めるところに従い取り扱う。 

２ 特定個人情報が違法に第三者に提供されていることを知った本人から、その

提供の停止の請求を受けた場合であって、その請求に理由があることが判明

したときには、第三者への提供を停止しなければならない。ただし、第三者

への提供を停止することが困難であり、本人の権利利益を保護するために代

わりの措置をとるときは、第三者への提供を停止しないことができる。 

 

（違反時の取扱い） 

第２９条 特定個人情報の取扱いに規程違反があった場合には、監督当局への報告等を

行う。 
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第６章 その他、個人情報保護に関する基本的ルール 

 

（教育・指導） 

第３０条 個人情報・個人番号・特定個人情報の保護に関する教育・研修の基本的な企

画は、総務部長が行う。 

２ 策定した規程等について個人情報・個人番号・特定個人情報の保護に関する

研修等により社内への周知を図る。 

３ 個人データの管理責任者は、定期的に管理下の従業者を対象に個人情報・個

人番号・特定個人情報の保護に関する教育指導を行う。 

 

（罰則） 

第３１条 本規程への違反が明らかになった場合は、就業規則の定めに従い、当該違反

者等に対し、懲戒処分を行う。 

 

 

第７章 雑則 

 

（疑義の取扱い） 

第３２条 この規程の解釈に疑義が生じた場合は、取締役会の決議によるものとする。 

 

 

附  則 

 

１． 本規程の所管部は、総務部とする。 

２． 本規程は、２００７年１月２４日より施行する。 

３． 本規程は、２０１１年７月２５日より改定する。 

４． 本規程は、２０１７年１月４日より改定する。 

５． 本規程は、２０２１年１２月２３日より改定する。 


